
一 般 質 問

■問 鳥取県の人口は昭和63年の
61万６千人を境に人口減少が続
き県も山間集落実態調査等実施
し、中山間地域振興行動指針で
各種の政策を実施しているが実
態調査、行動指針とも実態に即
していない。見直しを求める。
■答 この山間集落実態調査は平
成２年西尾県政時代に始まり、
対象は111集落で中山間地域の
全体像となっていない。行動指
針の見直しも、今日のご提案を
踏まえダイナミックに中山間地
域にアプローチが出来るように
考えたい。

由田　隆 議員
選挙区　倉吉市
会　派　無所属

中山間地域の課題解決に
向けた県の役割

■問 公立鳥取環境大学について、
新学部や学科の増により、デジ
タル人材を育成する機関とし
て、役割を果たせないか？
■答 副専攻のような形で、ＩＣＴ
関連だとか、情報工学やデータ
サイエンスというものに学びを
深めていけるような大学のカリ
キュラムにならないか、また、
それに向けた教員配置等々も考
えていけないか。そういう言わ
ば現実的な解を今見いだそうと
しているところ。

内田　隆嗣 議員
選挙区　米子市
会　派　自由民主党

環境大学における
デジタル人材の育成

■問 ①長期間塩漬けの県有資産
や未利用財産について県総務部
で一元管理し更なる活用や売却
の促進を図るべき②SDGsを踏
まえHACCP(※)対応の観点から
境港高度衛生管理型市場の設備
改修を含む早急な改善策が必要
③バイオマス発電燃料の県産木
材チップの供給促進を図るべき。
■答 ①民間の力も入れ売却や活
用に向けて手法を強めたい②市
場関係者の意見を聞きながら利
用促進を図りたい③SDGsへの
貢献をバイオマス発電向けの木
材チップ活用でも進めたい。

野坂　道明 議員
選挙区　米子市
会　派　自由民主党

SDGsを見据えた資産活
用と産業振興

■問 ①企業誘致をどう進めるか
②冬に向けた除雪対策は③ひき
こもりの現状把握と対策は。
■答 ①首都圏、関西圏や海外等
大都市ではないところでのビジ
ネスチャンスや地元企業の拡張
など注力・対応したい②市内の
除雪出動基準を積雪５㎝に下げ
たほか、高規格道路と並行道路
との迂回路確保と連動した除雪
について国・市町村と連携する
③ひきこもり生活支援センター
の活用、市町村の取組支援やサ
ポート強化など、関係者と調整・
意見交換して進めたい。

中島　規夫 議員
選挙区　鳥取市
会　派　自由民主党

企業誘致、除雪対策、
ひきこもり対策

■問 ①義方小東側交差点の歩道
を狭めて車道を拡幅し、スクー
ルゾーンに交通を促す県道工事
は適切なのか。地元に説明し再
検討してほしい。また歩行者の
安全を考え小学校前の道に右折
禁止の交通規制をかけてはどう
か②コロナで旅行にも行けない
ひとり親等困窮家庭への支援は。
■答 ①時間を頂いて地元とさらに
調整する。執行自体のスタート
を止め、意思疎通を図り、より良
い形になればと思う②家族まる
ごと相談窓口設置など、機動的
に寄り添う施策を展開したい。

西村　弥子 議員
選挙区　米子市
会　派　会派民主

①米子の交差点改良
②ひとり親家庭支援

■問 営農組織の個々の実態を踏
まえ、適切な時期に、それに沿っ
た支援を。
■答 集落営農組織の厳しい現状
は十分認識。現場の意見を大切
にし、所要の見直しをする。
■問 運営手法の選択に限らずそ
もそもの設置目的、果たしてい
る役割、維持向上の方策等個々
の実情を踏まえた判断が必要。
■答 管理運営、コンセッション等
は経営手法の問題。重要なのは
施設の設置目的に沿った効果の
発現。趣旨を貫徹して、議論も
その基本を外さないのが筋道だ。

福間　裕隆 議員
選挙区　西伯郡
会　派　会派民主

地域を守る営農支援
県有施設活用のあり方
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議事録の全文は、県議会ホームページ
からご覧いただけます。

※掲載に時間がかかる場合があります。

※ ＨＡＣＣＰ（ハサップ）：国際的に推奨されている食品の安全性を確保するための衛生管理手法。

令和元年度決算を認定
　決算審査特別委員会は、12月16日、「令和元年度鳥取県営電気事業
会計未処分利益剰余金の処分及び令和元年度鳥取県営企業決算の認定
について」「令和元年度鳥取県営病院事業決算の認定について」「令和
元年度決算の認定について」の３議案を可決または認定すべきものと
決定し、最終的に17日の本会議で可決または認定された。
　鳥取県議会では、適正な予算の執行と編成のために、決算審査特別
委員会を通年設置とし「総務教育」「福祉生活」「農林水産商工」「地域

づくり県土警察」「県営企業」「病院
事業」の６分科会を設け、効率的か
つ詳細な審査を行っているほか、新
年度予算に審査結果を反映させる
ため、例年11月定例会で決算認否
を議決している。
　決算関係は、9月定例会から本格
的に審査を開始。分科会ごとに書類審査、集中審査、現地調査などを
重ね、最後は委員全員で議論を行った。
　その結果、文書指摘５件、口頭指摘８件を行ったうえで、可決また
は認定が妥当と決定した。
　同委員会は２月定例会で、指摘事項を予算にどう反映したか、知事
ら執行部から説明を求め、決算と予算の審査を一体化することで、よ
り適正な予算編成の実現を図ることとしている。

（1）医療的ケア児に係る地域生活支援の充実
　医療的ケア児の正確な把握ができていないた
め、各市町村における正確な情報把握の働きか
けや、連携した詳細把握に努めるべきである。
　小児慢性特定疾病児童等の一時預かり事業
は、年間240日の事業計画に対し利用実績が１
日だったことから、対応策の検討とともに、専
用電話窓口による相談体制の充実など利用者支
援に努めるべきである。

（2）若年性認知症患者の支援
　若年性認知症サポートセンターで支援してい
るのは県内約200名の対象者のうち50名程度
であることから、対象者をサポートセンターへ
迅速につなげるための相談体制を認知症疾患医
療センターの病院に構築するとともに、市町村
の地域包括支援センターが若年性認知症の方の
窓口として対応するよう働きかけるべきである。

（3）新規就農者・雇用就農者増加のための支援
　県農業生産１千億円達成プランでは、新規就
農者の年間200人増を目標としているが、令和
元年度は達成できていない。

　農業人材の確保・育成・定着に向けて、地域・
産地の受入体制を整えるよう、相談窓口や支援
体制の充実が必要である。また、コロナ禍で地
方や農林水産業への関心が高まっていることか
ら、この機を逃さず新たな就農につなげるべき
である。

（4）境港市場高度衛生管理型市場整備
　高度衛生管理型市場に整備したシャーベット
アイス製造装置がほとんど利用されていないこ
とから、高度衛生管理型市場が先導し、小型漁
船への積み込みも含めたシャーベットアイスの
活用により、漁獲時から市場での水揚げ後まで
徹底した温度管理を実施し、高度衛生管理によ
る水産物の出荷体制を整備していくべきである。

（5）第Ⅲ期病院改革プランの点検・評価と次期改
革プランの策定
　両県立病院では、第Ⅲ期病院改革プランに基
づき、健全経営の確保等に取り組んでいるが目
標を達成できておらず、医療・看護体制の更な
る充実も必要である。
　同プランの５年間の取組を点検・評価し、県
民に信頼される病院づくりのためのより実効性
の高い次期改革プランの策定を進めるべきであ
る。

文書指摘の概要

とっとり県議会だより
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